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Abstract
　The	purpose	of	 this	paper	 is	 to	review	three	major	studies	 in	 the	research	 field	
of	business	ethics	and	 insist	on	 the	necessity	of	 the	practice	 turn	 for	 the	 further	
research.	Three	 influential	 studies	reviewed	 in	 this	paper	are	 the	corporate	social	
policy	 that	Mitchell（1989）,	stakeholder-oriented	management	by	Freeman	（1988,	
2007）,	and	the	strategic	CSR（Corporate	Social	Responsibility）	and	CSV	（Creating	
Shared	Value）developed	by	Porter	and	Kramer（2006,	2011）.	Through	critical	
review	of	these	studies,	they	are	proved	to	be	based	on	the	theoretical	normativism
（Clegg,	2007）,	which	has	 some	difficulties	 to	describe	and	analyze	 the	various	
practices	derived	 from	a	priori	norms	by	 the	environmental	business	ventures.	
In	order	 to	overcome	 the	 theoretical	difficulties,	possibilities	of	practice	 turn	are	
discussed	for	further	researches	to	enrich	the	studies	of	business	ethics.
【研究ノート】
経営倫理研究の理論的視座と今後の展開
―理論的規範主義の再検討と実践的転回の可能性―
川名　喜之 *
1.	 はじめに
　本論文の目的は、経営倫理研究における主要研究のレビューを通じて理論的規範主義の
展開に焦点を当て、本研究領域の理論的視座と今後の研究に向けた新たな理論的展開とし
て、実践的アプローチを提案することにある。
　今日の経営倫理研究の中心となっているのは、企業の社会的責任（Corporate	Social	
Responsibility、以下 CSR）であろう。企業の CSR は自明となり、経営活動における必須
事項となっている。CSR の重要性は飛躍的に高まっており、地域社会との関係構築、環境
問題への対応、ダイバーシティ経営などに加え、グローバル企業は途上国での行動にも焦
点が当たっている（Vogel,2007, 邦訳 12 頁）。その注目度に比例して、企業の不祥事は結
果的に企業の「突然死」に至るケースが多発し、コンプライアンス（法令・倫理などの遵
守）に関する社会の目は非常に厳しいものになっている（社団法人経済同友会 ,	2003）1。
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しかしながら、「CSR とは何か」という問いに対し、共通の定義を導くことは難しい。そ
の理由として、CSR に対する考えが、時代、地域によって変化していることが挙げられる。
Carroll（2010）は、CSR の重要性や意義は、数十年に渡り拡大し続けていると述べてい
る（Carroll,	2010,	p.85）。また、加賀田（2006）は、「CSR は､ 企業の社会における影響
力の拡大に伴って議論されてきた背景があるため､ CSR が問われるようになった社会的背
景として、その時々の社会的経済的環境変化と理論展開の双方を考察対象とする必要があ
る」（加賀田 ,	2006,	44 頁）と述べている。このように、CSR という近年の研究トピック
を取り上げてみても、何を経営倫理とし、どのような経営行動を経営倫理として捉えるの
かは、刻一刻とその内実が変化していることがわかる。
　経営倫理研究における理論的規範主義は、企業を時代背景や外部環境に影響を受ける受
動的な存在として位置づけ、企業が遵守すべき規範を提示するとともに、企業の倫理的行
動を可能とする技術の提供を目的としてきた。この理論的規範主義において、主要な研究
が Mitchell（1989）と Freeman,	Harrison,	and	Wicks（2007）である。
　Mitchell（1989）は、人権、環境、コミュニティへの配慮を企業の社会的責任とした規
範を提示し、雇用や福祉を提供する企業的社会政策は経営倫理を実現する技術として提示
した。Freeman,	Harrison,	and	Wicks（2007）は、企業は多様な利害関係者に配慮する
という利害関係者志向の経営を規範として、利害関係者を経営戦略に取り込むことで経営
倫理を実現していくエンタープライズ戦略を技術として提示した。
　他方で、近年の経営倫理研究における新た研究課題として注目されるのが、Porter	and	
Kramer（2006,2011）が展開した戦略的 CSR と CSV（Creating	Shared	Value）であ
る。	規範として企業の制約条件であった CSR を、「企業は本業を通じて社会問題を解決す
べきである」、「CSR と事業を両立させるべきである」とする戦略的 CSR を提唱し、更に、
CSV を提示することで「企業は共通価値を創出すべきである」ことを主張してきた。この
戦略的 CSR と CSV の登場により、経営倫理研究が提示してきた規範と技術のコンテクス
トから企業の多様な倫理的実践が生じた。その結果、従来の理論的規範主義のもとでは企
業による倫理的実践を捉えきれないという課題が生じているのである。
　そこで本論文では、Mitchell、Freeman、Porter	and	Kramer のレビューを通じて理論
的規範主義の抱える理論的課題を明らかにすると共に、今後の理論的展望として期待され
ている実践としての経営倫理という新たな理論的視座を検討していく。具体的に第 2 節で
は、経営倫理研究における理論的規範主義について、主たる研究である Mitchell（1989）
と Freeman,	Harrison,	and	Wicks（2007）を取り上げて説明していく。第 3 節では、
Porter	and	Kramer（2006,	2011）のレビューを通じて、経営倫理の新たな規範と技術で
ある価値創造と戦略的 CSR、CSV が提示されることによって、規範や技術が企業にとって
の制約条件ではなく、利用可能な資源へと変化したことを指摘する。第 4 節では、Porter	
経営倫理研究の理論的視座と今後の展開
― 49 ―
and	Kramer 以後の理論的規範主義の抱える理論的課題を指摘した上で、新たな理論的視
座として期待されている実践としての経営倫理を検討していく。
	
2.	 経営倫理研究における理論的規範主義
　経営倫理研究における理論的規範主義は、「あるべき」規範と、その規範を実現する技
術を提示することで、企業経営の正統性（legitimacy）を確立していくことを目指してき
た（e.g.,	森本 ,	1994）。田中（2016）によると、経営倫理研究における理論的規範主義
は、ビジネスにおける判断のための指針を明示することを目的として、「企業は～すべき」
といった道徳的、倫理的とされる行動を促すための理論を検討する研究領域である（田中 ,	
2016,	93 頁）。同様に間嶋（2012）は、理論的規範主義のもとで経営倫理研究は、組織が
経営上持つべき倫理的価値を措定し、その倫理的価値に埋め込む社会的仕組みや組織的仕
組み（規則や制度づくり）について検討する研究と指摘する。いわば経営倫理研究は、理
論的規範主義のもとで「もののいかにあるべきかを論じ、そこから出てくる当為を指令し、
現実をあるべき姿へと導くルールや原則を考える」（間嶋，2012,	2 頁）ことを志向してき
たのである。経営倫理研究の理論的展開とは、時代の変化に合わせて企業経営を正当化し
うる、規範と技術を開発していく歴史であると言えるであろう。そこで本節では、規範的
アプローチから実証的アプローチを展開した二つの研究を考察し、これまでの経営倫理研
究における理論的展開について明らかにしていく。
2.1　Mitchell（1989）:　企業の社会的責任と企業的社会政策
　現代的な意味での経営倫理研究の古典とされる Mitchell（1989）は、19 世紀後半から
20 世紀中葉における米国を対象として、企業による社会政策の起源を考察し、なぜ企業が
社会的責任、今日でいう CSR を担うことになったのか、そして社会的責任を企業的社会
政策の実施によって守っていくことになったことを検討している。彼がこのような議論を
展開したのは、大規模企業としての「近代企業」が新しく登場してきたという状況の変化
があった。
①新経営イデオロギー：社会的責任という規範の成立
　アメリカでは 20 世紀の世紀転換期に活発な企業統合が行われ、独占的な大企業が次々
に誕生した。このような企業の大規模化に伴い、企業の持つ権力が一国の経済と国民の生
活を左右する存在にまで成長した。その結果、企業は、国民から国の経済的・社会的問題
の根源として見なされるようになり、雇用の確保や従業員への福利厚生、更には格差や差
別問題への対応までが求められるようになった（Mitchell,	1989,	邦訳 ,	22 頁）。これらの
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社会問題への対応が、企業に求められる「あるべき」経営倫理、すなわち規範となったの
である。ここで 20 世紀初期に登場した経営イデオロギーは社会的責任を採り入れ、さら
に善き企業の観念を広く構築していくような、企業としての優先政策を展開する必要に迫
られたのである（Mitchell,	1989,	邦訳 ,	30 頁）。この新経営イデオロギーは、現代の経営
倫理の構成要素となっている協調、奉仕、社会的責任が含まれている。加賀田（2006）は、
Mitchell が新経営イデオロギーの誕生として注目した 1920 年代の社会 ･ 経済変化､ その
結果大企業が行った様々な社会経営政策は､ 現在の CSR､ フイランソロフィーの原点をな
すものと考えられると説明している（加賀田 ,	2006,	46 頁）。
　新経営イデオロギーが目指すのは、社会問題の根源として看做され存続の意義が問われ
始めた大企業が、その批判を避けつつ従来通りに営利の追求を行える状況を構築していく
ことであった。ここで Mitchell は企業を政治的制度として捉えることで、企業には次のよ
うな力学が働いているとした（Mitchell,	1989,	邦訳 ,	102 頁）。
・	企業は利益をあげようとしている。
・	企業は利益を獲得し、維持するために権力を求める。
・	この権力は正当性を必要とする。
・	企業は総じてコミュニティの利益を追求する存在である。自らの権力を正当化するた
めに、利益追求の機能をしばしば否定することになる。
　ここでの利益追求機能の否定とは、雇用確保、福利厚生制度、そして差別問題へ対応は
費用対効果を求めるものではないという考えであるが、一方では営利活動の正当化を求め
るものであった。企業が営利活動の正当性の獲得を実現する技術として Mitchell が提唱し
たのが、企業的社会政策である。
②企業の社会的責任を可能とする技術としての企業的社会政策
　Mitchell は企業的社会政策として、企業年金、企業生命保険、高賃金、従業員持株制度、
失業防止の取り組み、医療サービス、慈善事業への寄付など、福利厚生制度を始めとした
幅広い施策を具体例として挙げた。これらの企業的社会政策は、営利活動の正当性獲得を
実現するための技術となったのである。その結果、企業年金などの福祉政策や寄付などは、
事業活動に直結しない単なる費用ではなく、自分たちの権力を正当化する技術へと転じて
いったのである。
　例えば、アメリカにおける企業年金プランは、企業の任意であり、法的に強制されてい
るわけではない。しかし、現実的には、大企業を中心に多くの企業は、何らかの企業年金
を有している。企業は従業員に対し、退職後の生活を保障する年金プランを創設すること
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が、現実的に構成されているのである。Mitchell は AT&T と GE という二つの会社におけ
る社会政策の進展について、イデオロギーの変化の現実的な成果を示すものだとしている
（Mitchell,	1989, 邦訳 ,	210 頁）。AT&T は 1913 年に年金制度、障害者給付プラン、死
亡給付プランを導入した。これらの制度は、従業員に金融面での保証を提供し、扶養家族
の福祉についての心配を取り除くためのものであった。当時、仕事上の事故に対する補償
は多くの州で法的義務とされていたが、AT&T の制度は法定の上限を超えていたのである
（Mitchell,	1989, 邦訳 ,	211 頁）。いわば、国でさえ対応できていない労働問題や福祉問題
に対して、それを超える解決策を企業側が準備することで、市場の独占や寡占を通じた大
企業の営利の追求を正当化していく。
　さらに Mitchell は、1983 年のフォーチュン誌による企業の企業的社会政策特集を取り
上げ、企業規模と社会政策の実施の間にある正の相関関係を説明している。また、利益が
計上できなかった企業は、企業的社会政策を実施していない、不人気産業（石油、化学、
たばこ）は企業的社会政策に積極的に取り組んでいることを見出している。すなわち、大
規模企業やコミュニティの利益に反する企業は、正当性獲得のために企業的社会政策の遂
行に積極的であったことを裏付けている。
③企業的社会政策の評価基準確立と制度化
　Mitchell が論じた企業的社会政策は、社会的な指針、評価基準の形成による調査研究を
通じて制度化されていくことになる。OECD（経済協力開発機構）、国際連合、GRI（Global	
Reporting	Initiative）などの国際機関が打ち出した CSR に関する企業行動指針は、人権、
環境、コミュニティへの配慮など非財務的な情報を取り入れ、新たな評価基準として確立
し、制度化されていったのである。具体的な指針として、国連グローバル・コンパクト、
GRI のサスティナビリティレポーティングガイドライン（以下、GRI ガイドライン）、国
際規格ISO26000、AA1000のフレームワーク、IIRCの6つの基本原則などが存在する（e.g.,	
青木 ,	2013）。これらの評価基準の形成に伴い、いかに企業が人権、環境、コミュニティ
など非財務的基準を遵守するかを評価する制度が構築されていった。企業はこれらの制度
を参照して、自社の活動の正当性を外部に示すことが可能になったのである。例えば谷口
（2008）は、米国において 1960 年代にマイノリティや女性に影響のある雇用政策、慣行
の範囲が評価制度として規定され、企業がダイバーシティに対応することを可能にしたと
指摘している（谷口，2008,	70 頁）。
　更に経営倫理研究では、この制度のもとでの企業的社会政策の普及を経験的に調査する
研究が展開されている。例えば林（2017）は、企業属性とダイバーシティに関する実証研
究を行い、外国人の活用、女性登用、LGBT、ならびに障害者雇用を 4 つのカテゴリーとして、
どのような企業がダイバーシティに積極的に取り組んでいるかを分析している。林（2017）
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は、収益性、成長性、業種に関する変数をコントロールした上で、ダイバーシティと海外
売上高比率の高低、外国人持ち株比率、社外取締役比率、および企業規模の関係を分析し、
例えば LGBT 対応については外国人持ち株比率が高く、企業規模が大きい企業ほど対応方
針を策定する傾向があり、障害者雇用では企業規模が大きいほど雇用率が高いなど、企業
属性によってダイバーシティが普及していくことを明らかにした（林，2017,	54 頁）。こ
のように企業の正当性につながる労働・人権に関する具体的施策は、さまざまな評価基準
を用いて研究されてきているのである。
　他方で、企業的社会政策は、経営業績との関係を議論する研究は少ない。企業にとって
企業的社会政策は金銭的な利益を期待するものでないことが、企業経済業績との相関関係
を示す研究がない（必要とされていない）一因であると考えられる。矢口（2010）は、国
際石油資本（オイルメジャー）であるエクソンは、競合企業と比較して群を抜く優位性を
示しているものの、CSR に対する評価は低いことを説明している。これはエクソンが過
去に惹起してきた CSR 問題（反社会的活動）が大きく影響していると述べている（矢口，
2010,	396 頁）。ここでいう反社会的活動には人権問題も含まれており、企業が正統性を
獲得する上で要求されている事項が含まれていた。企業的社会政策が業績を直接は左右し
ない、純粋なコストとして認識されたことによって、逆説的にコストを背負わず利益を追
求するという企業行動を招いたと考えられる。ここに、Mitchell が提示した規範（企業の
社会的責任）と技術（企業的社会政策）には限界があると考えられる。
2.2　Freeman による利害関係者志向の経営とエンタープライズ戦略
　Mitchell が提唱した企業の社会的責任と企業的社会政策と共に、理論的規範主義の原典
として登場したのが Freeman（1984）による利害関係者志向の経営という規範と、利害
関係者との共生を経営戦略の構築にまで落とし込んでいく技術であるエンタープライズ戦
略である。この規範と技術の鍵概念となるステークホルダー概念は、近年の環境経営の隆
盛と共に経営倫理研究の鍵概念として再注目されている（e.g.,	Freeman,	Harrison,	and	
Wicks,	2007）。
①ステークホルダー概念と利害関係者志向の経営
　高岡（2006,	163 頁）によると、経営倫理の文脈においてステークホルダ （ーstakeholder）
の概念が本格的に用いられ出したのは 1980 年代であり、Freeman（1983）にその起点が
あるとしている2。中谷（1998）は、Freeman がステークホルダー概念を提唱するに至っ
た時代的要請として、米国における 1960 年代の学生運動に代表される、反体制文化が隆
盛してきた時代であったと説明している。この時代は、消費者運動、環境問題への意識、
人種問題など企業に直結した問題が人々に意識され、運動として盛り上がった。1980 年
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代以降は、世界各地で勃発した環境問題、そしてグローバリゼーションの進展により、企
業において社会運動の存在感がより大きくなっていった。特に環境経営の分野において
は、1992 年の地球環境サミット以後、環境問題や人権問題といった社会的問題を掲げる
NGO ／ NPO が企業を監視し、営利活動を抑制する立場を獲得していった（石黒・高橋，
2011,	68 頁）。このような企業の存続を左右するような圧力団体を Freeman,	Harrison,	
and	Wicks（2007）はステークホルダーとして対象化していったのである。
　Freeman,	Harrison,	and	Wicks（2007）は、企業に対して重大な影響を与えているも
のとして、以下の四つの大きな趨勢を指摘する（Freeman,	Harrison,	and	Wicks,	2007,
邦訳 ,	9 頁）。
①	私企業に対する政府の計画および統制の増大が必要であるとはほとんど思われなく
なっている。市場は一段と開放的で自由になりつつある一方で、規制に対する圧力
も依然として存在している。
②	市場の自由化と並行して、世界のいたるところで政治的機関の自由化が進行してい
る。かつて閉鎖的であった国々における解放は、いずれの企業においても絶大な機
会を与え、グローバル化が進行している。
③	過去数十年間、私たちは環境に対し一段と注意する必要があることを見出してきて
いる。非政府組織（NGO）に先導されて世界中に広がったこの環境意識は、企業に
おける技術革新を助長している。
④	これら三つの傾向は、第四の動向によってさらに加速される。それは情報技術の劇
的な進歩である。これらの動向は利害関係者の複雑性と密度の階層を増加させてき
ている。
　これら四つの趨勢の変化を踏まえた上で Freeman,	Harrison,	and	Wicks（2007）は、
ステークホルダーと共生していく新たな規範として、利害関係者志向の経営を提唱した。
「企業とは、それを構成する諸活動と利害関係のある諸集団の間の一連の関係として理
解することができるのである。企業とは顧客、納入業者、従業員、資金拠出者、コミュ
ニティ、そして経営者が、いかに相互作用し、価値を創造するかに関わるものである。
企業を理解することは、これらの関係がいかに機能するかを知ることである。会社役員
または企業家の職務はこれらの関係を管理し、整序することであり、それゆえ「利害関
係者志向の経営」と名付けることになる」（Freeman, Harrison, and Wicks, 2007, 邦
訳 3-4 頁）。
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　利害関係者志向の経営において、その根幹にあるのは企業と利害関係者間の相互依存的
信頼関係から生まれる共生という概念である。この共生という規範のもとで、Freeman,	
Harrison,	and	Wicks（2007）は、ステークホルダーからの要請を企業の環境を構成するエー
ジェントもしくはその集合として認識した上で、経営戦略の構築に組み込んでいく技術と
して、エンタープライズ戦略を提唱したのである。
②利害関係者志向の経営につなげるエンタープライズ戦略
　Freeman,	Harrison	and	Wicks（2007）は利害関係者志向の経営という規範のもとでは、
事業において基本的な倫理および価値基準を無視することができないと同時に、もはや事
業が倫理とは別物であるかのように取り扱うことができないとした。その上で、「私たち
はいかなる事業に従事しているか」といった経営戦略の標準的な問題を、利害関係者志向
の経営という新たな規範のもとで書き換えていくエンタープライズ戦略を提唱したのであ
る（Freeman,	Harrison,	and	Wicks,2007,13 頁）。このエンタープライズ戦略によって、
倫理と戦略の結合の必要性と可能性、そしてその方法を展開したことに、Mitchell（1989）
より実証的アプローチに重きを置いた論理展開となっている。いわば、Mitchell（1989）
が経営倫理の実現に必要なコストとして企業的社会政策を提唱したのに対して、Freeman,	
Harrison	and	Wicks（2007）はステークホルダーとの共生によって倫理的に事業を運営
していくことを目指したのである。
　具体的に Freeman	and	Gilbert（1988）は、エンタープライズ戦略の根幹を 2 つの公
理に基づくものとして提唱する。第 1 公理は、「企業戦略は、組織成員や利害関係者達
が持っている価値観に対する理解を反映しなければならない」（Freeman	and	Gilbert,	
1988,	邦訳 10 頁）である。いわば、企業の営利活動とは、組織成員や利害関係者の価値
観を含んだ活動として戦略にまで昇華せねばならない。第 2 公理は、「企業戦略は、戦略
的選択のもつ倫理上の性質についての理解を反映したものではならない」（Freeman	and	
Gilbert,1988,	邦訳 11 頁）である。これは、企業は無数にある戦略の選択肢を営利性の観
点から自由に選ぶことはできず、利害関係者と共生できるか否かという、倫理的観点に制
約されていることを意味する。Freemanによる利害関係者志向の経営は、ステークホルダー
として対象化される利害関係者との共生を守るべき倫理として位置づけ、2 つの公理から
導かれるエンタープライズ戦略の策定と実施によって大企業は正当化されると捉えること
できる。Freeman,	Harrison	and	Wicks（2007）はこのエンタープライズ戦略を、①目的
と価値基準、②利害関係者と原則、③社会的背景と責任、④倫理的リーダーシップの四項
目の要素で構成されるとした。企業はステークホルダーから信用を得るための必要条件と
して、この四要素を実現することが求められたのである。
　Freeman,	Harrison	and	Wicks（2007）は、利害関係者志向の経営が適切に行われてい
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ない事例として、ウォルマート、ヒューレットパッカード（HP) などをあげ、（企業的社
会政策のように）個別限定的な対応では利害関係者志向の経営を成し遂げることができな
いと論じている。ウォルマートは企業的社会施策を先駆的に実施してきた企業であるが、
ウォルマートが出店した地域の商業圏を崩壊させ、いわゆる「シャッターストリート」を
作り出すなど、地域コミュニティに与えた影響などに疑問の眼差しが向けられたのである
（Freeman,	Harrison,	and	Wicks,2007, 邦訳 95 頁）。HP は顧客価値を創造し、従業員に
やりがいと成長の機会を与える仕事を提供する企業であった。しかしながら、個別限定的
な利害関係者に対してエンタープライズ戦略では、それ以外の利害関係者との関係に隙を
見せると同時に、業界全体のトレンドに追随できなくなると指摘し、多方面にわたるステー
クホルダーを視界に入れることが必要であると指摘している。（Freeman,	Harrison,	and	
Wicks,	2007, 邦訳 99-100 頁）。経済のグローバル化によりサプライヤーなどを対象に加
えた多様な利害関係者は、労働者やコミュニティなど狭い地域を対象とした Mitchell の論
じた時代と比較し、複雑性を増しているのである。
③利害関係者志向の経営に基づく経験的研究の展開
　複雑性を増した環境の中で、利害関係者志向の経営を実証するには、企業にとって何が
（誰が）ステークホルダーとなるのか特定する必要がある。企業は限られた資源を、自社
にとって重要な利害関係者に振り分けなければならない。高岡（2006）は、ステークホルダー
は必ずしも対等な存在として処遇されるわけではなく、あくまでも企業が働きかけ、管理
する対象を浮き彫りにし、その対象の企業への影響や行動特性などを把握することを構想
しているにすぎないと説明している。そのためステークホルダーをどのようにグループ化
し、ステークホルダーの違いによってどのように応答していくかという点が議論の中心と
なった（高岡，2006,	170 頁）。
　このような課題に対し、松浦・城山・鈴木（2008）は、ステークホルダーの分析手法
をエネルギー環境技術の導入・普及に関する検討に応用し、大規模な社会問題についてス
テークホルダーとその行動変容を促す環境要因を把握する社会技術を検討した（松浦・城
山・鈴木 ,	2008,	13 頁）3。ここでは大規模な社会問題を分析対象としているが、企業によ
る CSR の取り組みおいても活用することが可能であると考えられる。松浦・城山・鈴木
（2008）は、企業による CSR の取り組みとしてのエネルギー・環境問題に関して言及し、
ステークホルダーが具体的に誰なのかが十分に定義されていないとしている。そして CSR
の取り組みを進める上で、ステークホルダーの分析手法が必要であると論じている（松浦・
城山・鈴木 ,	2008,		22 頁）
　更に水尾（2001）は、ステークホルダーマネジメント指標を提示し、顧客、従業員、地
域社会、NPO など多様な利害関係者に対する企業行動の影響力や効果を測定することの
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重要性を述べている（水尾 2001,	68 頁）。これらの指標をもとに、リーバイ・ストラウス
はステークホルダーの視点から「企業評価・責任査定」を実施するなど、エンタープライ
ズ戦略に基づくステークホルダーとの共生を目指したマネジメントが実践されたことを指
摘している（水尾 2001,	66 頁）。リーバイ・ストラウスは、賃金、福利厚生、労働条件、
および児童就労に至るまで取引先が遵守すべき契約条件を策定し、自社の道徳観を貫く体
制を構築することで、ステークホルダーとの共生を可能としているのである（Makower,	
1997, 邦訳 280 頁）。
　他方で規範としての利害関係者志向の経営と技術としてのエンタープライズ戦略が提示
されたことで、経営倫理研究は NPO ／ NGO の企業の関係性に変化を新たな研究課題と
して見出すことになった。例えば根岸（2013）によると、当初企業と NPO ／ NGO の関
係は決して良好なものではない場合が多かったが、現在は協調的な関係と共存していると
説明する（根岸，2013,	175 頁）。具体的には、NPO ／ NGO は企業と協調することによっ
て協力を引き出すことで社会問題解決へと動き始め、企業側においても、NPO ／ NGO が
策定した行動基準やガイドラインを活用することでステークホルダーとの関係性を良好に
するという動きが見られるようになったのである4。例えば CEP（Council	on	Economic	
Priorities）や ICCR（Interfaith	Center	on	Corporate	Responsibility）が環境保護に関
する企業評価の格付け団体を組織し、企業業績を左右した事例（e.g, 高岡 ,1996）や、
Coop-America のような企業に対して敵対的行動をとる NPO ／ NGO が展開した消費者
に対する不買運動などの事例（e.g,	Bliss,	2002,	p.254）が、経営倫理研究の新たな研究対
象として選ばれるようになったのである。
3.	 第三の規範としてのPorter	and	Kramer（2006,	2011）の登場
　Mitchell による「企業は人権、環境、コミュニティを配慮すべき」、Freeman による「企
業は多様な利害関係者に配慮しなければならない」という規範的アプローチを受け、各種
評価指標の作成や制度化などの実証的アプローチが行われてきた。企業は営利活動の主体
であるのと同時に、社会問題に対応する社会的責任を負う公器としての性格を強め、更に
は企業が NPO や NGO、市民団体、行政や政府・行政組織を利害関係者として取り込み経
営倫理を遂行していくという、一種の生態系（ecology）を構築していった。この経営倫
理研究の理論構成に変化をもたらしたのが、Porter	and	Kramer（2006,	2011）による戦
略的 CSR と CSV であった。
3.1　地球環境問題への対応と戦略的 CSR
　Porter	and	Kramer（2006,	2011）が戦略的 CSR を提唱した時代背景として無視でき
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ないのが、1997 年の京都議定書（Kyoto	Protocol）の締結が挙げられる5。企業を取り巻
く社外のステークホルダーたちは、地球環境問題を含めさまざまな社会問題に関する責任
を企業に負わせようとする傾向があった。企業は各々の活動がもたらす環境負荷への対応
に加え、環境に配慮した製品が市場から求められるようになった。
　このような企業活動を抑制する動きに対し、Porter	and	Kramer（2006）は「戦略的
CSR」を提唱する。Porter	and	Kramer は 2006 年に発表した論文 “Strategy	and	Society”
において、「企業は CSR 活動において、自社の活動が社会や地球環境に及ぼす悪影響を相
当改善してきたが、従来の CSR 活動は十分ではない」（Porter	and	Kramer,	2006, 邦訳
37 頁）と指摘する。CSR 活動が十分でないとした第一の理由は、企業と社会が対立する
ものとして捉え、CSR をこの対応策として捉えているからである。第二に、企業の CSR
は、可もなく不可もなくの対応に終始しているからである。現在の CSR の考え方は、事
業や戦略とも無関係で、企業が社会に資するチャンスを限定しているとポーターは指摘す
る（Porter	and	Kramer,	2006,	邦訳 37 頁）。そこで、企業が事業上の判断を下すのと同
じフレームワークに基づいて、社会的責任を果たすという考えに基づけば、CSR はコスト
でも制約でも慈善行為でもなくなる。CSR は、ビジネスチャンスやイノベーション、そし
て競争優位につながる有意義な事業活動であると Porter	and	Kramer は主張するのである
（Porter	and	Kramer,	2006, 邦訳 37-38 頁）。Porter	and	Kramer に言わせると、Mitchell
の企業的社会政策、そして Freeman の共生とエンタープライズ戦略は、従来の CSR 活動
として不十分なものに該当するであろう。
　更に Porter	and	Kramer（2006）は “Strategy	and	Society” の中で、「受動的 CSR」と「戦
略的 CSR」のの二類型の対比を通じて、新たな規範としての「戦略的 CSR」を説明してい
く（図 1）。「受動的 CSR」とは、二つの要素からなる。第一には善良な企業市民として行動し、
ステークホルダーの社会的関心事の変化に対応することである。第二には事業活動の現実
や未来の悪影響を緩和することである（Porter	and	Kramer,	2006,	邦訳 47 頁）。Mitchell
の議論に沿ってみると、初期の CSR、すなわち企業による正当性の確保という規範が受動
的 CSR にあたると言える。
　他方で、戦略的 CSR とは、「善良な企業市民」、「バリューチェーンの悪影響の緩和」か
ら一歩踏み出し、社会と企業にユニークかつインパクトの大きいメリットをもたらす活動
に集中することを意味する（Porter	and	Kramer,	2006,	邦訳 48 頁）。戦略的 CSR の場合、
「内から外への影響」と「外から内への影響」の両方が関係するとしている。「内から外へ
の影響」、「外から内への影響」の事例として、Porter	and	Kramer（2006）はトヨタ自動
車の排ガス問題への対応を挙げている。トヨタ自動車は排ガス問題に対応する自動車とし
て、競争優位の環境保護を両立するハイブリッド・カーを開発した。「内から外への影響」
としては、トヨタ自動車がハイブリッド技術を世界標準として確立する勢いにあったこと
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を挙げている。そして、「外から内への影響」としては、市場から環境保護と燃費性能の
良い自動車の要請があったためである（Porter	and	Kramer,	2006,	邦訳 48 頁）。
　前述しているように、Freeman,	Harrison,	and	Wicks（2007）は、利害関係者を対象化し、
共生するエンタープライズ戦略の実行を求めてきた。Porter	and	Kramerの戦略的CSRは、
利害関係者との「共通の価値」の創造を通じて、営利活動を正当化するだけでなく、新製
品開発や新市場の開拓のチャンスを掴んでいくことを目指したのである。この戦略的 CSR
という新たな規範のもとでは、ステークホルダーは（Mitchell のように）一方的なコスト
を支払う対象でも、（Freeman のように）企業経営において共生する存在でもなく、企業
が社会問題を潜在的な事業機会とみなし、イノベーションを推進していくための提携相手
と位置づけが変えられることになる（図 1）。
図 1 受動的 CSR から戦略的 CSR へ
善良な企業市民行動 バリューチェーンの活動から生じる
悪影響を緩和する。
戦略的フィランソロピー、自社の
ケイパビリティをテコに、競争環境
の重要部分を改善する。
バリューチェーンの活動を社会と戦
略の両方に役立つものに変える。
一般的な
社会問題
バリューチェーンの
社会的影響
競争環境の
社会的側面
受動的CSR 戦略的CSR
　Porter	and	Kramer（2006, 邦訳 47 頁）
3.2　戦略的 CSR から CSV への展開
　事業機会を獲得していくためのステークホルダーとの提携というアイディアを実践に移
すために、Porter	and	Kramer（2011）が提唱したのが CSV（Creating	Shared	Value）
である。Porter	and	Kramer（2011）によると、「ほとんどの企業はいまなお従来の CSR
の考え方に捉われている。従来の CSR の考え方では、評判を重視し、当該事業との関わ
りも限られているため、これを長期的に正当化し、継続するのは難しい。CSV は、CSR で
もなければフィランソロピー（社会貢献活動）でもない。企業が経済的に成功するための
新しい方法であり、収益性や競争上のポジションと不可分にある。CSV は、企業独自の資
源や専門性を活用して、社会的価値を創出することで経済的価値を生み出している。そし
て、企業本来の目的は、単なる利益獲得ではなく、共通価値の創出である」と CSV を定
義している（Porter	and	Kramer,	2011,	邦訳 10 頁）（表 1）。
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CSR CSV
◆価値は「善行」 ◆価値はコストと比較した経済的便益と社会的便益
◆シチズンシップ、フィランソロピー、持続可能性 ◆企業と地域社会が共同で価値を創出
◆任意、あるいは外圧によって ◆競争に不可欠
◆利益の最大化とは別物 ◆利益の最大化に不可欠
◆テーマは、外部の報告書や個人の嗜好によって決まる ◆テーマは企業ごとに異なり、内発的である
◆企業の業績やCSR予算の制限を受ける ◆企業の予算全体を再編成する
◆たとえば、フェア・トレードで購入する ◆たとえば、調達方法を変えることで品質と収穫量を向上させる
表 1 CSR と CSV の比較
　Porter	and	Kramer（2011, 邦訳 29 頁）
　Porter	and	Kramer（2011）は、企業が社会的価値を創造することで、経済的価値を
創造できると指摘する。社会的価値を創造するには、三つの方法があると論じている。一
つには、製品と市場を見直すことである。共通価値を創出するために、企業はまず、自社
製品によって解決できる、またはその可能性がある社会的ニーズや便益、および害悪を明
らかにすべきである。二つ目には、バリューチェーンの生産性を再定義することである。
社会の進歩とバリューチェーンの生産性は親和性が高い。共通価値の観点からバリュー
チェーンを見直せば、イノベーションを実現し、ほとんどの企業が見逃してきた新しい経
済的価値を発見できるとしている。三つ目には、地域社会にクラスターを形成することで
ある。企業の足かせになっているクラスターの弱点に対処し、自ら直接取り組むべき領域
と、協業した方がコスト効率の高い領域を棲み分けることである。（Porter	and	Kramer,	
2011, 邦訳 14 頁）。
　このように Porter	and	Kramer は抽象度の高かった戦略的 CSR に対し、CSV を提唱す
ることでより具体化可能な技術へと昇華していったのである。この CSV の一例として、
Porter	and	Kramer は共通価値を追求した住宅ローンを説明している。メキシコの建設会
社であるウルビは、「レント・トゥ・オウン」（家賃を支払いながら、それを頭金の一部と
して家を購入できる）という住宅ローンを開発し、低所得者層を対象としてマイホームの
所有者を確実に増やすビジネスモデルを確立した（Porter	and	Kramer,	2011, 邦訳 11 頁）。
Porter	and	Kramer はこの事例を用いて、同様に低所得者層の住宅購入を対象とした従来
のサブプライムローンと比較して、顧客のマイホーム所有の希望を実現するとともに、自
社の売上向上につながる共通価値創出の優位性を説明したのである。
3.3　価値創造という新たなる規範
　CSV の概念には、価値創造の原則を用いて社会と経済双方の発展を実現しなければなら
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ないという前提がある。ここでいう価値とは、便益ではなくコストと比較した便益と定義
している（Porter	and	Kramer	2011, 邦訳 24 頁）。すなわち、Porter	and	Kramer が提示
しようとした規範、「企業は本業を通じて社会問題を解決すべきである」、「CSR と事業を
両立させるべきである」は価値創造から導かれるものとなる。これは Freeman,	Harrison,	
and	Wicks（2007）がエンタープライズ戦略において提唱したステークホルダーの共生と
一見近似しているように見える。しかし、CSV の原点は、Porter（1991）が環境問題にお
ける企業経営、すなわち環境経営について論じたエッセイである「Porter 仮説」にあるこ
とに、注意が必要となる。Porter は「経済競争力と環境対策は相互に補完し合う関係にあり、
競争規制の強化は短期的にコストを増大させ、競争力を低下させる要因になるが、長期的
には環境汚染を減らすのみならず、コストを低下させ、技術革新を促し、製品の質を高め、
結果的に国際市場における競走上の優位性獲得につなげることができる」と論じた（Porter,	
1991,	p.168）。Freeman,	Harrison,	and	Wicks（2007）が、あくまでステークホルダー
からの要請を経営戦略に取り込んでいくことで共生を目指したのに対して、ステークホル
ダーを提携相手と位置づけ直し、彼らからの要請をあくまで「事業」として取り組み、社
会的価値と経済的価値を実現する共通価値という価値創造を強調する点で、根本的に異な
る。いわば Porter	and	Kramer（2006,	2011）は戦略的 CSR や CSV という技術の提示を
通じて、「企業は共通価値を創出すべきである」という、新たな規範を打ち出したと言える。
4.	 おわり―経営倫理研究における今後の展開―
4.1　理論的規範主義の抱える課題
　本稿では経営倫理研究における理論的規範主義の主要研究である Mitchell の「社会的責
任と企業的社会政策」、Freeman,	Harrison,	and	Wicks（2007）「利害関係者志向の経営
とエンタープライズ戦略」、そして近年の主要な研究トピックである Porter	and	Kramer
の「戦略的 CSR、CSV」を概観してきた。
　経営倫理研究における理論的規範主義は、「もののいかにあるべきかを論じ、そこから
出てくる当為を指令し、現実をあるべき姿への導くルールや原則を考える」（間嶋，2012,	
2 頁）ことを目指す。例えば Mitchell（1989）の提唱した企業の社会的責任という規範は、
「労働組合主義への基本的な脅威によって形成されたことは認めざるをえない」（Mitchell,	
1989, 邦訳 87 頁）という時代背景から生まれた。その上で Mitchell は、福利厚生制度や
慈善事業への寄付といった企業による社会政策の実践を求める。これらの実践を評価する
指標が制度化され、実証研究として測定されることで、企業の営利活動が実証的アプロー
チを通じて正当化されていったのである。同様に Freeman（1988）は 80 年代の反企業
運動の高まりに対して、企業を取り巻く多様な主体を企業の存続を左右するステークホル
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ダーとして位置づけ直し、利害関係者志向の経営を規範として提唱する。その上で、利害
関係者との共生関係を実現するための技術として、エンタープライズ戦略を提示したので
ある。
　しかしながら、Porter	and	Kramer（2006,	2011）が戦略的 CSR と CSV を提唱したこ
とによって、理論的規範主義に基づく経営倫理研究の限界が見いだされることになった。
Porter	and	Kramer（2006,	2011）は「企業は本業を通じて社会問題を解決すべきである」、
「CSR と事業を両立させるべきである」という規範のもとで、それを実現する技術として
戦略的 CSR と CSV を提示した。これは、京都議定書に代表される強力な制約要因に対峙
した企業に対して、これらを制約要因ではなくイノベーションの源泉やビジネスチャンス
として捉えることで、利益を上げつつ社会問題への対応にも貢献するという、従来の発想
から転換を図った。この戦略的 CSR と CSV が提示されたことにより、環境ビジネスへの
展開や社会的企業を生み出すこととなったのである。
　Porter	and	Kramer（2006,	2011）の戦略的 CSR や CSV は、企業に価値創造を追求する。
これは、制度化された企業的社会政策への適応や、ステークホルダーへの共生とも異なり、
社会問題への対応を求める多様な主体との関係を与件としつつ、企業が社会的価値と経済
的価値の両立を図るイノベーションを実践することを求めるものである。例えば石黒・高
橋（2011）は、2009 年に日本で実施されたエコカー減税は、各自動車メーカーがハイブ
リッド自動車の市場投入を活発化していっただけでなく、電気自動車普及の途を切り開く
など、低燃費・低公害自動車の市場を開拓することに繋がった動きを検証している。環境
問題の解決に向けて何らかの手段によって企業活動が適切に規制されるのではなく、環境
問題の下で、企業が政府や消費者の動向を計算に入れた上で、戦略を立て組織を作り上げ
る「新たな環境経営」のあり方であると論じている（石黒・高橋 ,2011,66 頁）。更に藤井
（2014）は CSV の登場によって、多様な製品・サービスが展開されていることを指摘して
いる。例えば製品販売に社会貢献の概念を折り込んだコーズマーケティングの商品・サー
ビス開発は、CSV の一環として位置づけられる。また、サスティナビリティを自社のサプ
ライチェーンでより厳格に実現していく取り組みや、震災復興に向けて企業が本業の強み
を活かして取り組む活動も CSV に位置づけられる。藤井（2014）は、CSV を限定的に捉
えると、CSV 先進企業が仕掛ける戦い方のような大きな潮流を見落とすと説明している。
CSV はグローバル競争環境が激変している中でも、その変化に巻き込まれず自ら市場創造
をリードしていくために不可欠な、社会課題解決を通した競争優位構築活動である。その
ために、従来とは異なる視座で、取り組むべきイノベーション活動を捉える必要があると
指摘する（藤井 ,	2014,	59 頁）。
　すなわち、「もののいかにあるべきかを論じ、そこから出てくる当為を指令し、現実を
あるべき姿への導くルールや原則を考える」理論的規範主義は、Porter	and	Kramer（2006,	
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2011）の登場によって、様々な規範や技術を与件とした各企業のイノベーション活動を捉
えきれないという、理論的課題に直面したのである。これに対して間嶋（2012）は、理論
的規範主義が注目してこなかった部分である、倫理化のための規則や制度がいかにイナク
トメントのリソースとして利用されているか、あるいは利用されていないかに着目する必
要を指摘し、実践としての経営倫理という新たな理論的視座の必要性を指摘する。
4.2　実践からアプローチする経営倫理研究への展開
　Porter	and	Kramer（2006,	2011）による戦略的 CSR と CSV の提唱以降、経営倫理研
究は理論的規範主義ではなく、様々な規範や技術を与件とした各企業のイノベーション活
動を経営倫理の実践として捉え直す必要性に迫られてきた。しかしながら、これまでの経
営倫理研究の理論的展開を踏まえると、本研究は倫理の制度化（その多くは企業活動を規
制する外部環境の制度化）に多くの議論が割かれており、企業の実践が焦点に据えられた
歴史は極めて浅い（間嶋 ,	2012,	4 頁）。この理論的課題を踏まえて、経営倫理研究にお
いて試みられているのが経営倫理研究の実践的転回（practice	turn）である（e.g.,	間嶋 ,	
2012）。
　間嶋（2012）は、経営倫理が「倫理や倫理的制度は、実践を規定するものではなく、実
践に用いられ再構成されるもの」（間嶋 ,	2012,	4 頁）	であると指摘する。すなわち、理論
的規範主義が提示してきた規範と技術は、倫理的諸制度として一方的に企業を拘束する制
約条件であるのではなく、企業が経営倫理を実行していく資源として利用されていくもの
であり、その利用を通じて規範と技術そのものも正統な存在として維持されていく。その
上で経営倫理研究とは、「ただ何かに従う行為を指すのではなく、たとえば押し付けられ
た倫理化のための諸制度・諸規則などをある種資源の一つとして利用しながら状況や文脈、
自らの物語を構成する」（間嶋 ,	2012,	4 頁）実践の次元から捉え、分析する必要があると
指摘する。すなわち実践としての経営倫理に求められるのは、与件として与えられた倫理
的諸制度を参照し、それぞれの企業が自社を取り巻くコンテクストを踏まえて倫理化を目
指す個別具体の企業行動を実践の次元として把握していくことになる。
　このような実践としての経営倫理は、どのように把握されるのだろうか。Clegg,	
Kornberger,	and	Rhodes（2007）は、「新たな制度を促す倫理的価値とこれまでの組織に
浸透していた倫理的価値との衝突（倫理的ジレンマ）の現状や、新しい倫理的価値の浸透
策が生む意図せざる結果（倫理浸透の失敗）」（Clegg,	Kornberger,	and	Rhodes,	2007,	p.p.,	
111-112）に注目している。このような理論的ジレンマや倫理浸透の失敗という局面に注
目することで、理論的規範主義が見落としてきた実践を逆説的に把えることが可能になる
と考えられる。間嶋（2012）で引用された事例として、例えば Helin	and	Sandstrom（2010）
のアメリカに本社を持つ多国籍企業のスウェーデン法人における経営倫理の制度化とその
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運用実態について調査した研究がある。この研究では、本社が作成した倫理綱領を現地法
人の社員は表向きでは承認したものの、実際の業務の中では軽視するという本社側の意図
とは異なる結果が生ずるという、まさに倫理浸透の失敗があった。ただし、倫理の制度化
や倫理の浸透が、意図しない結果に好転する場合もある。Iedema	and	Rhodes（2010）
による、オーストラリアの医療機関での倫理の制度化に向けた研究では、当初の意図した
規範を超えた倫理が形成されたとしている。
　今後の経営倫理研究に求められるのは、この実践的転回という新たな理論的視座のもと、
企業による経営倫理の実践を捉えることにある。このような研究活動から、企業による倫
理的実践の地平が拡大されるとともに、多様な倫理的実践の広がりから改めて「あるべき
経営倫理」の規範を再考していくという、新たな経営倫理研究が展開されていくと考えら
れる。
注
1	 企業の反社会的行動に伴う不祥事事例は、枚挙にいとまがない。スポーツ用品メーカーであ
るナイキは、下請け企業が操業している工場の劣悪な労働条件の改善策を怠ったため、世論
の批判を浴びることになった。また、世界第二位の石油エネルギー企業であるシェルは、石
油貯蔵プラットフォームを北海に沈めて廃棄する計画をイギリスのエネルギー省から許可を
得ていたにも関わらず、環境 NGO であるグリーンピースから批判を受け、最終的には陸上で
廃棄することになった。反シェル活動による売上の減少に加え、陸上廃棄による追加コスト
は莫大なものとなった。
2	 Freeman,	Edward,	R.	（1983)Strategic	Management,	Advances	in	Strategic	Management,1,	
pp.31-60
3	 大規模な政策課題に対応するステークホルダー分析の新たな方法論として、MS5 アプロー
チを提示している。MS5 とは、Matter	Seeking（問題探索）、Multi	Source（多数の情報
源）、Multi	Stakeholder（多数のステークホルダー）、Multi	Sector（複数のセクター）、Multi	
Stimulus（複数の誘因）の 5 つで構成されている（松浦・城山・鈴木 ,	2008,	16 頁）。
4	 根岸（2013）では、サスティナビリティレポートから日系多国籍企業と NGO の関係を分析
している。特に日系多国籍企業と GRI ガイドラインとの関係について、サスティナビリティ
レポートをもとに分析することで、企業と NGO の関係を考察している。例えば、1990 年代
に誕生した国際標準化機構による ISO14000 は、環境マネジメントシステムとして企業の活
動に影響を与えるようになった。その後も環境に関する法規制は、世界各地で増加していくこ
とになる。ただし、企業によっては自社が法規制の対象でないにも関わらず、自ら法規制に
準じた対応を行っている場合もある。環境法規制が企業の適用対象であるか否かに関わらず、
企業の行動を監視、制約する仕組みに組み込まれていることが、この時代、または環境領域
における CSR の特徴であると言える。
5	 1997 年に京都で開催された気候変動枠組条約第 3 回締約国会議（COP3）では、先進国に対
し拘束力のある削減目標（2008 年～ 2012 年の 5 年間で 1990 年に比べて日本▲ 6％、米国
▲ 7％、EU ▲ 8％等）を明確に規定した「京都議定書」に合意している。
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